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東日本大震災からの復興に当たって最も重要なことは、一人ひとりの人間に光を当

てた「人間の復興」を目指すことである。人間の復興とは、日本国憲法第 13 条に定

められるところの「個人の尊厳」「幸福追求権」並びに第 25 条に定められるところの

「生存権」に基づくものである。 
その上で、復興支援を一元的に実施する「東日本大震災復興庁」の設置、復興の財

源、および被災地の迅速かつ創造的な復興を可能にするための「復興特区制度」の創

設に関する事項を定める。各被災地域の具体的な復興施策や実施については、地元住

民の意向を最大限に尊重しつつ、都市の再生、産業の再建、各種インフラの復旧など

を速やかに行う。さらに、各被災地域の復興後の姿は、それぞれの文化と伝統を尊重

しつつ「支えあう社会」「共生社会」としての２１世紀の地域社会の模範となるよう

に先駆的取組みを目指す。 
 

＜ポイント＞ 

■国は、基本理念にのっとり東日本大震災復興基本指針を定め、地方公共団体は、基

本理念にのっとり、かつ基本指針を踏まえ復興計画を策定する。 
 
■内閣に復興に関する施策を一元的に実施する東日本大震災復興庁を設置し内閣総

理大臣が、復興庁を所管する専任担当大臣を任命する。復興庁は、復興に関する施策

の実施に関わる事務をつかさどり、被災地域に地方支分部局を置き、復興庁の事務を

分掌させることができる。 
 
■復興庁に設置される復興委員会の委員長および委員は、関係団体の長などから、復

興担当大臣が任命する。任命に当たっては、委員会の提言に、女性、子ども、障がい

者等多様な社会的立場からの意見が反映されるよう、最大限に配慮する。 
 
■復興財源は、復興関連施策以外の歳出の徹底した見直しと削減を図った上で、復興

債を発行する。復興債は、他の国債と区分して経理するとともに、資金の流れの透明

化を図り、その償還について道筋を明らかにする。 
 
■被災地域の迅速かつ創造的な復興を推進するため、被災地域を「東日本大震災復興

特別区域」として指定する。 


